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国際司法裁判所 フランスにおける刑事手続事件
(仮保全措置命令 2003年6月17日)
玉 田 大
-.事 実
2002年12月9日, コンゴ共和国 (以下,｢コンゴ｣と略す)はフランスを相手取って国際
司法裁判所に提訴Ll),次の 2点を主張 Lた,第 1に.｢次の行為により,フランスは国連
憲章 2条 1項に規定される国連加盟国間の主権平等原則を無視する形で他国領域において
権限を術催 し得ないという原則に違反 したoすなわち,刑事に関する普遍的管轄権 を一方
的に主張したこと (ens'attribuantunilatEralement),並びに自国の公序維持に関する職
権行使に際 して行われたとされる犯罪を根拠 として外国国家の内務大臣を起訴 ･訴追する
権限を不当に行使したこと(ens'arrogeant)である｣｡第 2に.｢フランスは,裁判所の判
例によって国際慣習として認められている外国国家元首の刑事免除を侵害 した｣｡さらにコ
ンゴは,｢フランスはパ リとメオ (MeauxJの大審裁判所検事正2)と予審判事による予審行
為 と起訴行為 (1esactesd'instructionetdepoursuite3))を取消さなければならない(devra
faireannuler)｣と述べるよう裁判所に求めた (命令 1-2項)O
コンゴは,｢裁判所規則38条5項を適用することにより,フランスが与えるはずである同
意に裁判管轄権を基礎付ける｣ と主張しているOさらに, コンゴは提訴 と同時に仮保全措
置を申請 し,｢メオ大審裁判所予審判事による刑事手続の即時停止を命じるよう｣裁判所に
求めたoこれに対 し,2003年 4月8口付けの書簡において,フランスは ｢規則38条5項を
適用することにより,請求訴状 を審理する裁判管轄権を受け入れる｣ことを裁判所に伝え
たため,本件は総件名簿に記載されることになった｡なお, コンゴは国籍裁判官を有 して
1)AffairerelativeacertainesprocedurespenalesengageesenFrance(Rきpub】rqueduCongo
cFrance).DemandeenindlCationdemesureconservatoire,Ordonnancedu17juin2003.杏
件訴訟資料 (請求訴状 倣保全措置申鼠 Ll頒弁論記録.仮保全措置命令,裁判官少数意見)は
全て裁判所の公式サイトで人手ul能である (http//www.icj-cij.org/)a
2)procureurdelaRepublique(大審裁判所検事d:･)｢各大審裁判所に一名配置された検事局の代 ○
表者で.裁判所の規模により,-一名または数名の検事正補佐,および~一名または数名の検事の補 八
佐を受ける｣｡日日コ俊夫崩F7ランス法辞則 (東京大学出阪会 2002年)461頁｡
3)poursuite(起訴)｢[検察当局による]公訴権の行使.起訴,訴追｡犯人を発見し.証拠を収
集し,判決法廷に送致する手続の総体をいう｡公訴権行使に先立っての被疑者の審尋は,厳密
にはそれに該当しないが,慣習的にはそれに含む意味でも用いられる｣｡山U俊夫,前掲汁(2),
441頁｡
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いないため, ト.カラ氏 (M Jean-YvesdeCara)を特fT.･1fJ事として任命 した4'(命令 3
-9項)｡
本什の事実は次の通 りである｡2OOlf=12月5日,人権イ呆適lfl体 5)かパ リ人膚裁判所検事it:_
に対 し.｢コンゴ内でコンゴ匝l籍者に対 してなされた人道に対す る罪 と拷問6)｣について;Lf
加を提起 し7),その主たる刈象として,コンコ大統領のサス･ンケt/(I)enisSassouNguessol,
内務 ･公共安全 ･韻土管J:JP.大恒のオバ11･fJ軍 (legさnera】PierreOba), コンゴ軍監,TrrTL.'の
ダビラ将軍 (legenさralNorbertDabira), 人統石fi警備隊束のア トT77将軍 (】egenさral
B】aiseAdoua)の 4人か挙げられたo コンコの請求訴状 によれば, この告訴はパ リか らメ
オの大審裁判所検事正に送致され,ノオの倹事止か予備 審査 8)を命 じたOさらに,2002年 1
li23日にはメオの検事正かT･蕃請求書9)を発行 し,メオの1･審判車が予審10)を開始 した｡Jrt;･
4)Requetcetdemanded'ildicationdemesureproviS(llredelaRさpubllqleduConfiO,P12,
CR20()3/2()(RepubliqucduCongo,ThePresldcntoftheCourt),p6稀有なことに,コンコ
か特仕 判事として任命Lたのは.被告フランスの同籍をイ[するト･カラ氏であった｡制度 上二,特
tT:判事はl`]阿籍の判事を参加させるという趣旨から認められているものであり.本件のコンコの
選択は玲Lいものである｡
5)iT･誹を提起Lflのは,FIDH日aFederationinterlat】OnaledesLiguesdesdroitsdelhonlme),
OCDH(1'Observatoirecon即】aisdesdroitsdeT'h()TuTne),1aLlgue(laLiguefrancalSePOUTla
defensedesdro]'tsdel'hommeetducitoyen)の3つの入梅 NGOである｡
6)関越となっている事'kは ｢プラザrl/イJL/失比ポイ′1-｣と吋はれるものてある01999年5月に,コ
ンゴtti=共朴国からコンコ共判り可へ帰還中であった難itl(少なくとも353才.)がrAJ剛句境ィ､j近で失
綜したという事件であり.コンゴ共Tl=司の枚数の高TTの関与が指摘されているっ当事イ1の詳細に
ついては.FII)fIの仰Jたした次の報Jtl,-酒 か,.YLい O(;rouped'actlOnjudiciairedelaFIDtl,
≪Affairedcs"DISParuSduBeach"deBrazzav川eneveloppementsetelJeuXdesprocedures
encoursenFrance,enR∈･publiqueduCongoetdevaTltlaCour】1ternationa】edeJustice
Decembre2001-Juilet2004》(http://wwwfidhorg/IMG,/pdf/Afmeach400pdf1.
と捉える姐解 L,見られるし､Ⅰ-hLlippeWECKELetAdelCHAOLTCHIIELEL,≪Ordonnancedu
17Juin2003(Mesurec｡nservatolre)AjTuL're,rL,lulLt･L,acertatTlCLWrl)ce'(1Lrt,ド♪L<n〟lL,S(RLitutbl
lJuedZ/ECnngoLFITanCt)》,1u'lL)I.P.tome1()7(20()3),p.741LかL､JLl.一価を提起LたFIDII
によれば,本件の-1寸[･訴は ｢坤純il,JrTl｣Lplalltesimp】e)てあり, フランスもこの､L場をと-'てい
る｡なお',I/ランスによれば両片のIH達は次のよ:Jに説明される｡｢イl川 私訴を1'.うitF訴｣は,‡.l一
車iEはT,審判車-の事件付託を竜顔付けらILるが,これに対 し,｢甲純fJ訴Jは被2.'二片以外の第三
割 二よるLl･訴,または付倍私訴を提起 しない披j`l'-E･によるil.-･訴てあり.この場合,検事t卜は子帯
開始の決定につき‖両に決娃できる〕`CR2nL)3/21(France,M Abraham),p.ll(paras18-19).
8)enquetepr61imlnalreif･備柁査)｢T･杏lEり車にj:る事什受坪または/,LtJi提起に光､'r:,て,i.]法
○ 警察官 ･警察職iiが,検察官の指示に放つきまたは職枠で行 う犯罪祉拠についての情報収集の処
七 置 し刑訴75条以下)｣L,HJLJ俊九 荊手引巨(2),201乱
9)r百qulSitoireafind'informer(予審請-;Jt吾)｢人′爵裁判所検事Jl▲.か予審手続を用いるときは,(,蘇
請求書を作成L.既に構成されている一一什斉粕をこれに添1､｣Lf=千番開始請求を戸審判車に撞,.Liす
ることにより.公訴か開射されることになる (刑訴恥 82.86条)｣nlLrH俊夫,前掲i-_(2),517頁0
1()informati(,n(戸審)｢純嵐 二は,f審判車による7,番 (-instructionpreparatolre)をい1｣.
lLlr｣俊七,dlJ栂注(2),289貞1
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訴人の主張によれば.人道に対する罪に関しては.普遍的管轄権を認める慣習国際法によ
りフランス裁判所は管轄権を有 し,拷問罪に関しては,フランス刑事訴訟法689条 1および
2項によT)管轄権を有するという｡他方, メ寸の検事正の予審請求書は上記 2つの罪につ
いて予審の開始を請求しているが,管轄権の根拠 とされているのは7ラン7,刑事訴訟法689
条 1項だけである｡同689条 1項によれは,フランスが当事国となっている諸条約を通用す
るにあたり,｢当該条文に列挙された犯罪の--)を7ランス領域外で犯 したとみなされる者
はすべて, 7 ランスに所 ~々する限り (siellcsetrouveenFrance),7ランスの裁判所に
よって訴追され,裁かれ得る｣とされてお り,さらに同2項は1984年の拷問禁止条約を指
ホしているo告訴はメオ大審裁判所の検事仙 二送致されたが,これはダビラ将軍が メオ人
審裁判所の管轄区域内に住居を所有 しておr),JlF,-･訴て名指 しされた者の中で唯一--フランス
に所在する (刑訴法689条 1項)とみなし得る満であ-〕たからである11)oただし, 予審は匿
名者Xに対 して開始されており,告訴で指名されたコンゴ人に対して開始されたものでは
ない,ダビラ将軍は百｣法警察官によって警察領置12)に付された上,2002年 5月23Hに尋問さ
れ,さらに7月8Hには,被援助証人 (t6moinassist613)として予審判事によって尋問さ
れている｡フランスの説明によれば,同lBj刑訴法上この被援助証人は単なる喜.l人ではなく.
通常の証人が有きない特定の手続的権利 (弁護人補助や訴訟資料閲覧)を享受する被疑者
であるとされる川Dフランスによれば,2002年 9月11[｣,ダビラ将軍は尋問のために改めて
ll)フランス側の主張によれば,同国刑訴法693粂により,本什の管轄裁判所は,被疑者JELl一地.級
疑者の最後の七引主地,叉は被疑者発見地のいずれかの法廷になるというoCR2003/21(France,M
Abraham),p.捕(para.39)
12)gardeavue(警察留置)｢警察官帯,監寸｡.rl｣法警察主務官が捜杏の必製のため,罪を犯した
ことまたは犯そうとしたことを疑うに足りる徴.lLf!V)ある省を警察庁署に留置する措置O留.77:期rt3)
は原則として24時間を超えることはできず.LEI,に人音裁判所検事正に通知されるが,検事正の
書面による許叶によって24時間を限度とLて延長がHJ能である｡また,テロや麻薬取i]JIの場合に
ついては,48時間の延長が可能である (刑訴706-23,706-29条)｣OILHt倭人,前指til(2),249頁6
13)tim()inassistさ(披援肋証人)は弁護人補肋等C')｢続的権利を享J受する証人を意味し,7ランス
刑訴法113-1粂乃七113-8条に詳細が規にされているD本作の英文命令ではulegal】yrepresented
witness"と訳されている (命令14項参照)｡我が国では ｢援助を受ける証人｣と』くされ,次のよ
うに説明される,｢T-審判車に呼び出される加入は,警察留置に付される場合を除き,留め置かれ
ることはない O留め.Tiかれたときは,｢援助を′受ける証人｣(temoinsassistes)として,警察側耶
に付された者と IrlJじ諸権利を有し,また由1人からの事情聴取の際は.弁護人の授助を受ける｣,IL
証人｣制度は.2OOO年の｢無罪推定法｣(｢無罪推延の保護と被害者権利の強化法｣Lo主no200り-516
du15juln200Orenf()rcantlaprotectiondelaprさsomptlOnd'innocenceetlesdroitsdes o
victimes)の33条により,刑訴法113条に第2小節が設けられ,ここに規定されたものである｡＼′
Journalo/ftLiel,no138du16juin200L),pp9O42-9()43;JacquelineHODGSON,"Suspects,
DefendantsandVictlmSintheFrenchCriminalProcess.TheC()rlteXtOfRecentReform",
I.CI Q.,V()151(20()2),p.808
14)フランス側の主張によれば,同国刑訴法 仁.誠人には2つの類H.1Jがあり.｢単純証人｣(letemoln
simple)あるいは ｢通常証人J(let6rnoinordimlre)は,裁判官が有川とみなす情報を萌してし､
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召喚されたが,コンゴに帰国中であった棚 守'･fiは.上官からの指令に従い 15),臼喚に応じる
兼務はないとフランス当局に伝えた｡2002年 9月16日には,予審判事がダビラ将軍に対し
て勾引状 (unmarldatd'anlenerL6)を発行したOフランスによれば,この勾引状はダビラ
将軍がフランスを再訪する際には執行され得るが,フランス領域外では執行され得ないと
いう｡コンゴの請求訴状によれば,サス･ンゲソ (コンゴ共和国大統餅)が ｢フランスを
公式訪問していた際に,予審判事は彼を証人尋問するよう命じる裁判事務嘱託17)を司法警察
官に対Lて発行 した】も)｣というが,そのような裁判事務嘱託は一切発行されていないO他方,
フランスによれば,サス･ンゲソ大統領は裁判事務嘱託の対象とはなってはいないが,刑事
訴訟法656条に基づいて,予審判事がサス ･ンゲソ大統領を尋問するよう要請したという｡
この条項は,外交手段によって｢外国の代表者｣(representantd'unepuissanceetrangere)
の聴取 (1'audition)が求められた場合に適用されるものであるOコンゴは請求訴状におい
て,サス･ンゲソ大統領が尋問されたことも披援助証人として召喚されたこともないこと
を認めている (10-19項)0
二.命令要旨
1.prl'mafacEeの 管轄権 し20-21項)
仮保全措置が請求された場合,裁判所は本案管轄権を有することを確定的に認定する必
要はないが.仮保全措置を指示し得るのは,原告の援用する条項か一見したところ(Prima
facie)管轄権の基礎を構成すると思われる場合だけである｡本件において,原告は管轄権
の基礎 となる条項を何ら提示せず,裁判所規則38粂5項に基づき.末だ得られていないフ
ランスによる同意に管轄権を基礎付けようとしていたところ,｢7ランスは同条に基づいて
裁判所の管轄権を明示的に凍認した｣0
2.億保全措置事件 (22項)
仮保全措置は,裁判所か判決を下すまでのl札 各訴訟当事国の権利を保全するためのも
ると思われる場合に尋問が要請される計人であるのに対し,｢披援助証人｣(Letさ1101naSSiste)
は検事正の予審請求書で桁Y.された被疑者であr).弁護人の補助を受ける権利をイJするとされる｡
CR2003/21(France,M Abraham),p.13(para.25)
15)メディア情軌こよれは,サス.ンケソ大統額による,'liiZLl拒rT命令かあったとされているD《Mandat
d'arretinternationalcontrelegさnさralNorbertDablra》.artlCledu19janvier2004,Con･
gf)pagecom(htp･//www･congopage.com/articlephp3?idーarticle-1020)･
16)mandatd'amenerL勾引状)｢予帯判事が下番のために被疑者を引致することを警察力に命ずる
もの (刑訴122条)｣｡山H稜 ,々前掲li三(2),356頁｡なお,裁判所の英文命令ては "warrantfor
lmnlediateappearance"と訳されている (判決15堺)0
17)commissionrogatolre(裁判事務嘱託)｢民事または刑事の司法機関が,白ら為しえなし､または
為すことを望まない証拠調へなとの裁判上の行為を他の司法機関またはLJはさ警察に嘱託すること
(新民訴730条以下.刑訴151条以下).Jf.I際的な裁判事務嘱託は司法共助の-態様｣｡lH｣俊夫,
前掲注(2),91-92兵 u
18)Requeteetdemanded'indicationdemesureprovisoiredelaRさpubliqueduCongo,p3
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のであり,｢裁判手続で争点となっている権利に対して回復し得か ､損害 (un prejudice
irreparable)が斎されてはならないということを前提とする｣｡従って,裁判所は,後に下
す判決が原告または被告に認めることになるであろう権利について,これを仮保全措置に
よって保全することに専念しなければならず,当該措置は ｢緊急性 (urgence)がある場合
にのみ認められる｣｡
3.本案権利とコンゴの主張する楓書 (23129項)
コンゴはフランスによる主権平等剛 Uの違反と国家元首の刑事免除の侵害を訴えており,
仮保全措置として ｢メオ大審裁判所予審判事による刑事手続の即時停止を命じるよう｣裁
判所に求めているoさらに,コンゴは口頭陳述において刑事法上の一事不再理原則(Ieprincipe
dedroitpをnalnonbisinT.den)と ｢補完性｣原則を提起したが,しかしながら同国は,
これらの原則がコンゴに特定の権利をイ勺与しており,この権利が仮保全措置C7)指示による
保護を正当化し得るような形で脅威に晒されているとは主張していなし､O他方で,仮保全
請求においてコンゴが問題とする状況は以 下の通りであるo｢予審行為がコンゴの匡l際関係
を不安定にし,さらに,当該行為によってコンゴの国家元首等の名誉や敬意が穀損され,
これにより,コンゴの国際的信用が穀報されている｡さらに,予審行為がフランスとコン
ゴの伝統的な友好関係を悪化させているD従って,この子審手続が継続する限r),損害は
回復し得ないものとなる｣｡また,コンゴによれば,仮保全措置が指示されなかった場合の
損害は,コンゴ高官の名着や敬意に対する損吉.コンゴの国内的安定と国際的信用に対す
る損害.さらにフランスとコンゴの友好関係に対する損害を継続 .悪化させるものである
という (23-27項)0
裁判所の見解では,本件で後に認められるノ＼きであるとコンゴが主張している権利は,
第1に,フランスが国際法に反する形て刑事的普遍的管轄権を行使しないことに対する権
利であり,第2に.国際法が付与する免除を7ランスが尊重することに対する権利である｡
仮保全措置のH的はこれらの権利の保全て､なければならないが,コンゴが主張する ｢Ld指
し得ない損害｣(27項)は,これらの権利そのものに対して生じ得るものではない｡ただし,
本件状況においては,コンゴの主張する柑害は,請求訴状に記載された権利に対して r回
復し得ないような形で影響を与え得る｣(affecteraitdemaniereirrさparab】e)ものであ
るoLかし,いずれにせよ,コンゴの国内的安定や国際的信用が ｢実際にとのような形で
暴き響を受けたのかという点について明らかにされておらず｣,また.｢そのような性質の損
害が存在すること,あるいは重大な規害の危険か存在することを証明する要素は訴訟資料
の中に一切見出されない｣(28-29項)0
4.刑事免除と回復し得ない規書 (30-35項)
現段階で裁判所に問われている第1の問題は,サス･ンゲソ大統領の免除をフランスが
尊重ことに対するコンゴの権利について,フランスの刑事手続が回復L得ない損害を与え
ているか否かとし､う点であるoフランスによれば,同凶刑事訴訟法656条は次のように規定
しているo｢外匡旧家代表の供述書 (dさposjtionecrite)は外務大臣を介して要請される｣0
1.LJf)
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○
さらに同条は,外国国家によ-,て ｢要請が到ナ入れられた場合｣に従うべき手続を規定L
ているD 7ランスによれば.サス･ンゲソ人統領は ｢外剛玉1家代表Jに該当するため.当
該手続が刑事手続において彼の供述 (depositi()n)を収集するための唯一の手段であり,そ
れ故,｢コンゴの明示の同意がない限り｣そのa]-.言(temoignage)は収集され得ないというO
さらに,7ランスによれば,同条に席ついて1･審判車が外頼大臣に対Lて供述書を講球 L
TL:としても,外務人卜引ま当pr女請求を送iBしておL.,ず,それJ血 係属Lrlの刑苛手続は免除侵
害に基つ く損rLrI･をコンゴに与えていないとい う o他J'て,コンゴは,同656条は外国同家元
削二は適用されないと主張しており,仮に同手続か用いられたとしても,被援肋証人に認
められる保鷹が欠如Lており,防禦権の偵'J;･であるというrJさらにコンゴによれは,大林
裁判所･検事Ilrが匿名人に吋Lて千番請求書を発行した場合,予審判1拝はpl拠を提供し得る
とみなされるいかなる者をも尋問することかでき,それ故,予審判事が予審をサス･ンゲ
ソ大統領にまで拡大する叶能性は排除し切れないという｡この点について7ランスは次の
ように主張LているO｢慣習国際法に触れつつ免除原Hりを明確に確認したのは,7ラン71裁
判所の判例である｡フランスはサス ･ンケソ人統領か裁判免除を享有することをlf足した
ことは-切ないaフランスの判判 二よる全ての行為は7ランス法に厳格に合致したもので
あるDフランス法上,外FI)て子iわれたわわに対する7ラン7,裁判所の管轄権は一定の条件
に服するのであり,これは約束事(unepromeSSe)ではなく,法的に確実なこと(uICOnStat
d'ordrejuridique)である｣(30-33伯)o
現段階で,裁判所･はフランスにijlける刑【拝手続がコンゴの主張する権利に対して凶復 し
得ない損害をIJ▲える危険があるかl;かを判断しさえすればよいが,裁判所に提示された情
報の諸要素に鑑みるに,サス･ンゲソ大統領に関して緊急に仮保全措置を指示することを
jf.当化するような ｢ruj復し神ない損害の危険 (risquedeprejudiceirreparable)は現時点
では一切存在していか ､｣D他の高官についても同様である (34-35項)し､
5.普遍的管輔権と回復 し得ない親書 (36:18項)
第 2に,哲鮎的裁判管轄権を-)j的に主粧したことが国際iL･脱刑の違凪 こ該当するとい
うコンゴの主張に関して,恒日夏し得ない損害の危険が布衣するかrT]<かを検討するoPnl]越 と
なるのは,メオ大審裁判所に係属中の訴HJIU･続が,コンゴの主張する権利に対して回復 し
得か ､禍害の危険を斎LているかlfかであるUサス ･ンゲソ人統領に関しては,フランス
刑訴法656条に基づいて千番判事か作成した供述書請求は,7ランス外務大臣からサス･ン
ゲソ大統領に送達されてはいないOまfL:,オバ将軍とア ドゥア将軍は予審判事の手続日偽
それ放,コンゴの権利の仮保全か緊急に必要であるとは言えか ､oなお,ダヒラ将軍に関
しては,当人がフランスに住居を有し,被援助証人として尋問され, 予審判事の召喚に応
じず,さらにJJ引状が発て)･きれfL=という点で, メオ大審裁判所の刑事手続か当人の法的地
位に影響 (uneincidence)をLjえていたことをフランスは認めているOまた,佃保全措置
を指示すれば.ダビラ将軍は法的効果について懸念することなく7ランスに人l亘け ること
200
開 法 (55-2)350
ができるという実際的効果を有するであろう.しかしながら,タビラ将軍を対象とする手
続行為かコンゴの主張する権利に何らかの形て回復し得ない損害を与える蓋然作かあると
いう点につき.コンゴは明らかにLなかったr/
6.紛争悪化防止のための仮保全措置 (39項)
裁判所規程41条により,裁判所は紛争の悪化 ･拡大を防ぐための仮保全措置を指示する
権限を有するが (カメルーン ･ナイジェ)ア間の陣地と海洋の境界事件 C.IJ Recuel1
1996(I),p22,par.41;国境紛争事件 CIJ.R(7Cuei11986,p,9,par.18),本件ではその
必要は認められない｡
7.命令主文 (41項)
以上の理由により,｢現在裁判所に提示されている状況は,裁判所規程41条に基づ く仮保
全措置の指示権限の行使を必要とするような惟質のものではない｣(14対 1)0
賛成 .シー所長,ランジェヴァ副所長,キョー ム,コロマ,7ェレンュチェナン,ヒギ
ンで,パラ.アラングレン,コイマンス,アル .-サウネ,バーゲンサール,エ
ララビ,小和札 ジンマ, トムカ判乱
反対 :ド.カラ特任判事｡
本命令の正文は7ランス語であり,以 卜の少数意見か什されているO共同少数意見 (コ
ロマ,7ェレンュナェナン判事),反対意見 (ド･カラ特任判事,コンゴ選任)0
≡.解 脱
1.応訴管特権とprl'mafacieの管特権
本件の原告コンゴは,i呈∈机条項 (裁判所規程36条2項)やその他の条約条文を管轄権の
基礎として一切援用せずに,未だ得られていろ:い7ランスの同意に裁判管轄横を恭礎付け
た｡これに対し,被告フランスが管轄権に対する同意を与えたことにより,裁判所は仮保
全手続の段階で一見したところの (PrimafurZL,)管轄権を認めており(余令6項19)),応訴
管轄Vorumpr()rogatum=二よる裁判管轄権設延が行われているr,近年,裁判所規則(1978
年蚊止規則)38条5項を援用しつつ,応訴管轄を基礎 として提訴した事例 としては,-ン
ガ リー 一による提訴 (1992年)2D),エリトリアによる提訴 (1999年)21), コンゴ民主共和国に
19)たたし.厳軒に言うと裁判所はDrimafa(ZL･の符轄権を明示的に ｢認定｣｣たわけではなく,
7ランスが裁判管轄椿を容認したという事実に触れるのみである｡とは言え,7ランス側か i:.脂
するように,Lt:.訴.音,世､が明確である以上 ｢明J,かにp7-Hlafacieの符轄権の問題は本件では生じ
ない｣と言えようDCR2()0:i/21(France.M PelletJ.p21(para4),
20)1992年10月23H,-ンガリー-はチェコ･スロヴ7･キア連fPl共和LJを相手に一方的に提訴した(CIJ
Comrnuniquをdepresse92/95)r⊃その後,跡目耶りてコンプロミが締結され,ガプチコrl/オ･ナi;
ユマロス計画事作として裁判所に係属した｡∫.CJ.Reports1997,p.10.
21)1999年 2月16Hにエリトリアがエチオピアを相刊二提訴したものであるがrC,I.J.Comrnunlque
depresse99/4),エチオピアの応訴意思しはホきれていない｡See,BarbaraKwiatkowska/■The
Er】trea/YemenArbitratlOn,LandTlarkProgressintheAcquisitionofTerritoria一Sover-
elgntyandEqultableMarJtlmeBoundaryDelillitation",OcL,anDevelopment&(nternatl'ona/
2()1
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よる提訴 (1999年)22)が見られるが 3),実際に被告国が応訴意思を表明することによって同
条項が適用されたのは本件が初めてである24)Dただ し,本作における応訴管轄権判断に関 し
ては次の点に注意が必要である｡
第 1に,本件は末だ仮保全手続の段階であるため,応訴管轄に基づ く裁判管轄権が裁判
所によって確定的に容認されたわけではない ｡実際に,裁判所は,｢本手続で下 された決定
は,本案審理のための管轄権および請求のせ埋 叶能件の問題につ き予断を与えるものでは
ない｣と注意を促 している (命令40項)｡ とは言え,応訴意思の表示に関 しては ｢非撤lrlj性
の原則｣か妥当す ると考えられてお り25),7ランスが応訴宣言において明示的に裁判管轄権
を容認 している以上26),管轄権判断 や 本案判断以前にこれを撤回す ることは認め られず,先
決的抗弁の提起 も認め られないため27),本件の裁判管轄権が応訴管轄権によって既に設定さ
I_aw,vo132(2001),pp5･-6
22)1999年6j123円,コンゴ民主共和国はプルンシ,ウガンダ,ルワンダの3カrLrを大々卿手取つて
提訴した (コンゴ領域における武力活動事件CIJCommuniquedepresse99/34)uこの小で,
ウガンダに関する事案は管轄権の鹿礎 としてl■t-JTtlの選択条項受諾五言が援用されていたため,裁
判所は仮保全命令 (2OO0年7月1H)において♪n'mlfaciE,の管轄権を認めている(C.IJ.Recuez1
2000,p.123.para34)D他九 7ウルンジとルワンダの事案に開Lては,裁判所BL程36粂1項や
拷問禁止条約などとともに裁判所規Rり38条5flが掛Hされていたが.その後コンゴが訴えを取 F
けたIL:め,裁判所は両事案を削除Lている (裁判所の2001年 1月30Ef命令)0
･受諾買占を管轄権の基礎とLつつ,代番主張とLて応訴管轄をi=.張したが,裁判所はこの点につ
いては明確な判断を避けているoCI.IReculJ,l11997,pp.290-291(paras.23-24),p.3OO(para.
47)
24)I)iscoursdeS.ExcM leju岩eShH1uy()ng,prさsldentdelaCourinternationaledeJustice,
prononce急1'Assembleeg壬neraledesNationsUniesle31octobre2003,p4(http.//www
icj-cijorg/ciwww/cpresscom/cstatementshtm).なお,裁判所規則38条5J削ま応訴管轄権の設
定要什を規定するものではなく,判 二I応訴を期待した形ての提訴に関する ｢手続｣を規定したも
のに過さないため,このような提訴の法的根拠として援用されるのは過切ではないという見解 も
見られるuSienhoYEE,"ForumPror()DatuminthehternationalCourt",G.YJL.,vo142
(1999),p 184確かに,応訴符轄権の法的根拠を厳軌 二特定するとすれば,｢裁判所の管轄は,当
事者が裁判所にィ､l託するすべての事件 [‥]に及ぶ｣と規定する裁判所規程36粂 l項に求めざるを
得ないであろうOた′こL.請求訴状には ｢粁轄権の基礎とされるべき法的根拠をできる限り記載
する｣ことが求められるため (裁判所規則38条2項),この関係で,応訴管轄権制度を前提とする
規則38粂5項が請求訴状で援用されていると考えるのが妥当であろう｡
氏o上部シレン了の少数弟権利に関する酎Jト(1928年)においてPCIJは次のように述べている,〕
｢被告が明ホ的寅吉によ一〕て本案判決を得る意思を示し,さらに.管轄権FHt]題を提起しないとい
う意思を示Lた場合,その後の手紙においてその耳言を蒸し返すことができないことは明白であ
る｣oCPJ.I.SeJrfeA.No15,p.25▲
26)CIJ.Communiquedepresse2OO3/14いわゆる ｢)心訴乱虹顕在型｣と分数されるものであるD
27)例えばコル7海峡事件では.アルバニアは応訴意思を表明しつつ,その後に請求の受坪uI能性
に関する先決的抗弁を提起 したが.裁判Iirrは,アルバニアの応訴意思f-A,:吉によって母理"JL能性に
関する問題はすべて排除されると判断している｡C.IJReC7Lei119L17-1948.pp▲26-27.
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れているとみなしても誤りではなかろう｡
第2に,フランスの応訴意思の表明は特定の条約に基づ くものではない｡コンゴはフラ
ンスとコンゴ人民共和国の間の協力条約(1974年 1月 1tj)の第2条に言及しつつ28),この
条約に基づいてフランスに応訴義務があるとと張したが29),フランスはこの点を否近し,当
該条約は｢本件の裁判管轄権の基礎 とはならない｣と断った上で応訴意思を表明している30)O
従って,本件のフランスの応訴意思は特定の条約義務の発現ではなく,この点で,コル7
海峡事件におけるアルバニアの応訴意思表明と掛似しているC当事件では,イギリスは当
初,提訴に際して安保理の裁判付託勧告を符秤権の基礎として援用したが,アルバニアは
この点を否定しつつ応訴意思を表明しているのである31)O
では,フランスは本件でどのような理由から応訴意思を表明するに至ったのであろうか｡
周知のように,7ランスは核実験事件における提訴と仮保全命令を受けて選択条項受諾IEi:
言を撤回していたのであr)32),今凶のフランスの応訴意思の動機を知ることは,当制度の将
来性を計る上でも参考になろう｡この点でまず第1に,フランスの応訴意思の背景には,
lCJの紛争処PP･_に対する同国の信頼感を指摘することができる33)o次のような77う アム(7
ランス政府代理人)の発言は,一見して表面的ではあるが,このことを明らかにしている｡
｢フランスは,国際法の誠実な遵守の重要性を認め,国際関係における信義誠実原則の重
要性を認め,最tJ適切な平和的解決方法をできる限り模索する必要の重要性を認め,これ
を厳粛に表明するために｣応訴意思を表明したという34)o第2に,同様にアブラアムによれ
ば,｢本件事案は未だに議論のある興味深 く重要な問題を提起している｣という35)｡すなわ
ち,本件に先立つベルギー逮捕状事件では､浄遍的管轄権に纏わる論点が解決されなかっ
たため,本件でこの点についての明確な判断を裁判所に求めるということである36)｡第3に,
重大な国際人道法違反行為の疑いの濃い本件事案に関して,これを国際的に非難しつつ,
28)Requeteetdemanded'iTldicatlOndemesureproviSoiredelaR巨publiqueduCongo,p10,
当条文は次のように規定しているo ｢両当事国は,お花いの主権.独立･領土保全を尊電し,伺婚
憲章に従い,平和的手段によって紛争を解決する義演を負う｣O
29)CR2003/20(Repub】iqueduCongo,MpVerges),p15(para.8).
3(りC.1.J.Comrnunlquedepresse2OO3/14なお,この点につき,コンゴ側も協力条約2条に関す
る管轄権を排除するというフランスの立場を認める見解を示しているLCR2003/20(Rさpublique
duCongo,MeVerges),p15(para.9)
31)AffalreduDe'troitdeCorf()TI(ExceptlOnpreliminaire),Arretdu25mars1948,C.I.I.
RLrltel1947-1948,p.19
32)GlbertGUILLAUME･iLaFranceetlaCourInternationaledejustice》,inLaC('ur o
lnternLllionaledejusticeaLl'aTLbcduXXI('〃`szeLcle(Paris,Pedone,2003),pp51~53 0
33)PhilippeWECKELetAdelCHAOUCHHELEL,Supranote7,p742･
34)CR2003/21tFrance,M.Abraham),p7(para5).
35)Z'bTd,p.7(par°s.5-6).
36)このような意味で,本件と-ルギ-逮捕状事件は｢補完的である｣とみなすことができる｡Phlippe
WECKELetAdelCHAOUCHHELEL,suPrtInote7,p741
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Fl国の訴追手続を止当化するためにICJによる事#･の解明を認めたということができるO
すなわち, 7ランスの応訴嵐牡の表明は,垂人な同際犯罪の被疑者の訴追という同国の刑
事政策から導かれていると丁うえようo他万で,第4に,7ランスには被疑者の訴追息牡が
見られるものの,刑事手続F']休は末だ I-分に進展LているわけではfJいため,この点を勘
案 Lて,7ランスが本案判決における勝訴の見込みを強く抱いたとLても不思議てはか ､o
以 t･.のように,7ランスか応訴意思を太H)汁 るに到った背景には,本作にIbl有の要因か
作用したことはfi定できないか,とは請え,本作の7ランスによる応訴管轄制度の利用に
より,自己に有利な訴訟環境に限完して裁判所の利用を認めるという柔軟な訴訟戦術を採
り得る叶能性が日月L-っかにきれた07ランスのよ:)に,裁判所に対する一般的な不信感か払
拭できない回であっても,場合によ-,ては.個別事案の処刑には賀同L得ることか示され
たのであり,本件が今後,瓜弥符粍御1度の清川の端緒となることもJyJ持し得る｡裁判所k
か総会演説で述べたように,7ランスの応訴乱世､表明は ｢紛争の1':和的解決･手段とLての
訴訟手続の価値の奨励を示すもの (anencouragingtributel｣37)であると言えようし
2.フランス刑事手続の内容と特徴
本件事案の王拝実に関Lて注意す-さは,ド.t慨 となっている7ランス刑事手続の具体抑ノ｣
谷であるしこの点て･まず注意Lなければならないのは,告訴斗山二記載された4才.のコンゴ
れを個別に確認し,整理しておくことにLようo
行されたものの, -7ランス外務大臣はこの要請を大統領本人に送達 Lていない｡それにち
関わらず,コンゴ仰‖よこの供述黄賀講に関Lて刑事裁判免除の侵吉を訴えているn_
第2に.ダビラ将軍に関Lては,警察倒置,尋問,被援助証人としての尋問,召喚 (ダ
ヒラ将軍はこれを拒否),/i.)引状発行 (刑訴122条)がイ~l'.ゎれている.JLかしなから,コン
ゴ側は免除侵害の 'r=.張をサス,ンゲソ大紋石別二関する刑事+手続に限定しているため (Jrl令
1,3(噸 3日),ダビラ将軍に対iる勾引状発1J-t二関Lては免除侵害をヰ張していか ､｡
第3に,す,q苛軍とア ドウア将軍に関しては,告訴状に記載されたというに止まるr,た
lJL,この点で茄十検討を安するのは,メオの (,審判車による[･審審坪手続が匪名人Xを
対象とLているという点である (命令13伯)｡この瓜で,確かにコンゴか主張するように,
匿名人を対敏とするr･番の場合,あらゆるf1-が f･番の対象とされる危険かあることも看過
九 37)SpeechbyH･E･JudgeShiJiuyong･Preside-1tOftheIntemationalC｡urtofJusticeltOthe
九 GeneralAssemblyoftheUnltedNations.31October20()3,p4(httpp//wwwicJ･ciorg/
icIWWW/ipresscom/lprStatShtm)
38)Requeteetdemanded'indtcatlOndemesurei)rovisoiredelaRE･publqueduCongo.p.1;
CR2()(13/21(France,M.Pelet),p.23(par°ll),pp25126(par°s2021).コンゴは請求,刷上に
おいて,｢外If,Hjil家7-L;ET｣(unchefdlEtatelranger)についてのみ免除L･il_Li:をト鮎しておr) (p',7
令1.頃),その他の3名のコンゴ席'｢iについては免除Ii#をt:張していないD
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しえない(命令32項)39)｡ とは言え,告訴状が メオの検事正に送致 されたのは, ダビラ将軍
が ノオ管轄区域内のヴ ィルパ リシ (Vileparisis)に住宿 を所有 していたためであ ()AO', そ
の他の 3名の コンゴ高官がフランスに ｢所在｣ Lてい7LJ:1､以 上 フランスは譜遍的管轄権
を行使す る根拠 を欠 くo それ放, 7ラン7,が il-_張す るように, メオの予審判事の1-番審坪
手続はダビラ将軍のみを対象 としたものであ り4日,さらに,裁判所か判断 Lたように,オバ
将軍 とア トゥア将軍に関Lては,告訴状記載以降の T･審審理手続に関 Lては-切対象 とさ
れていない と考えるべ きであろう (命令17,37項)42)｡
以上 より,本件で問題 となる具体(1'.Jな7ランスの刑事手続は次の2つである｡1つ 目は,
サ ス ･ンゲソ大統領に関 Lて メオの予審判事か発TTLTL:供述書要請であ り, これか免除侵
害あるいは普遍的管轄権の違法な行使に該 当す るか否かが問題 となる02つHは, タヒラ
将軍に対する勾引状発行であ l), これが普遍的管轄権の違法な行使に該当す るか否かが問
題 となる〔〕このように, コンゴ共和国は違法な普遍的管轄権行使 と刑事裁判免除の侵方を
問題 とLてお r), この主張内容 を見る限 り,-ルギー逮捕状事件 (2002年 2月14日判決)43J
におけるコンゴ民主共和国の主張 と共通 してお り,両事件には類似点が 多く見 られる44)o実
際に,コンゴ共和国は請求訴状において逮捕状 単作を長 々と引用 Lてお り45㌧Jull司が逮捕状
事件判決 を自らの+_張の根拠 とみな Lていることは明 らかである｡言 うまで もな く, コン
ゴは,国際犯罪の被疑者であって も政肘高Itl rとr)わけサス ･ンゲソ大統領)には絶対的
な刑事裁判免除が認め られ るとい う主張を根拠付け るために,逮捕状事件判決 を積極的に
穫用 LているのであるOとは言え,両事件 には看過 Lえない相違点が数点見受け られ る46)(,
この点 を次に見ておこう｡
39)CR2003/22(RさpubliqueduCongo,M I)ec｡Cq),p9,Oplniondl'ssldentedeM deCara,
secti()nIIこのような主張の根拠とされているのはフランス刑事訴訟法80条 1であり,当条Ⅰ則こ
よれば,｢T,審判官は付託された犯罪事実にLl二犯 kは共犯とLて関与したことを推認させる徴左が
有/Lするすべての1qせ f番に付する権限をイJする｣ と規定されている,
40)なれ メオ大審裁判所検事止の管轄権の根拠は7ランス刑訴法43条から導かれるol司条によれ
は,｢犯罪地の検事rt,犯罪に関｣j-Lた嫌疑を･受けている古の中の 1人の購任地の検事正,それL),
の者の中の 1人か逮捕された地の検事Jlは,それそ),L管轄を有する｣と規定されている0
41)CR2003/21(FraICe,M Abraham),plH(para40)
42)CR2003/21(France,M Abraham),ppl8-19(para.40),CR2003/21(France.M.Pelet),
p28(para.29),CR20O3/21(France.M Dupuy),p38(para.23)
43)AffalrerelativeauMandatd'arrをtdL】llavri12000(RepublquedemocratiqueduCongo
cBelg.que),Arretdu14fEvrler2002国際F.lil､裁1'u所判例研究会 榊 野真群t執筆)｢2000年 I
月日口の速捕状封牛｣国際法外交雑誌102削 サ (2003年)67-89頁O脚 岳｢逮捌 人事什 (コン二1 九
民主共和国V.ベルギ-)(2002年2月1411CJ判決)｣国際人権14rlt,-(2003年)115-118fi｡ 八
44)DavidTURNS,`CertainCrjminatProceedings】nFrance(Republt'C()I the,CnlLgO7,.
FylanL･e),ProvISIOnalMeasures,Orderof17June2003",ICE,.0.,VOL53(20()4).p.747.
45)Requeteetdemanded'indicationdemesurL･prC･VisoiredelaRepubliquedLlCongo,pp4-
9
46)OplniondissidentedeM deCara,secti()nLA
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第 1に,逮捕秋草作ではベルキー刑事手,k,l-L上の ｢逮捕状｣(mandatd'arrat47))か問題と
なったのに対し.本件ではフランス刑卦 r続_仁の｢勾引状｣(mandatd'amener)が問題と
な-,ているO 7 ランス刑事訴訟法122粂 (令状 mandats)によれば.｢砂IL状は予審判事が
令状の名宛人をILをちに引致することを警察力に命じる命令｣であり48),｢逮捕状はi,審判事
が警察力に対して与える命令て,令状の名宛人を捜査し,令状に指定された留帯監に引致
することを命ずるもの｣と定義されている49㌧すなわち,逮捕状と勾引状はいずれも被疑者
引致.指令という点で共通しているが,厳鮒 二言うと,逮捕状は被疑者が逃亡中でその剛主
地が1くFIJ]な場合に用いられるのに対し,J^.)引状は被疑者の常住地か把握されている場合に
用いられるという相違がある50)｡逮捕状には捜査命令か含まれる点で勾引状よr)も対象矧相
がIi:いということである｡.
第2に,執行nJ'能性の観.･て仁からはると,逮捕状とJAJ引状はいずれも ｢7ランス領域のあ
らゆる場所で執行することができる (exEcutoire)｣(7ランス刑訴法124条)という点て共
通している｡また,本件のタ､ヒラ将軍に対する勾引状は,イェロディアに対する逮捕状 と
同様,実際には執行されてし､か 一｡というのは,勾引状執行考察官がウィルバリンのタビ
ラ･YJ軍都に赴いた時点で,rp-｣将軍は既にプラザT7ィル (コンゴ)に帰還していたからであ
る51)e他方で,イェロティアに対する逮捕状と本作の勾引状の決定的な相違点は,前薪の場
合と異なり,後者は国際的に送達されていないという∴l.にある52)o
第3に,両事件は いずれも普遍的管轄権が争点となっている点で共通しているちのの,
両国の普遍的管轄権行使の内布には大きな柿 重点が見られるoフランスの主張によれば,
7ラン久田LJ法上,普遍的管轄権の行使には賦椅な要件が付されており.ベルギー国内法
よりも厳格であるというOその理由としてr'廿印ま次の 2つの要件を挙げているO第 1に,
7ランスが当事国となっている条約が普遍的管轄権を認めてし､ることO 第2に,被疑者か
47)なお,｢/LJ引勾留状｣と訳されることもあるO法務人【1.官房LJliL･法制調奄部舶『7ランス刑事訴
訟法典』(法県会 1999年)66Ei奉牌O
48)仏脱文は以下の通りである｡4Lemaldatd'amenerestI.ordredonnさparlejugealaforce
pubJiquedecorldu1-reimmediatementlalerSOI一nea】'encontredelaquelJelestdecernさ
devantlui).
49)仏原文は以下の通()である｡〈Lemandatd'arretestl'ordredonnealaforcepub]iquede
rechercherlapersonne畠1'encontredelaquelleilestdさcernさetdelacondul're急1anla]-son
d'arretlndiqu色esurlemandat,o白el】eserarecueetdさtenue》
九 50)CRZOOS/21(France･M･Abraham)･p･13(para･26)･
七 51)CR2003/21tFrance,M･Abraham),p･19(para44)それ故･ダビラ将軍に対する予審審坪手
続はその後何らの進展も見らtLないolbldリp.20(para.46),
52)CR2003/21(France,M PeHet),p29(para.31),CR2003/21(France,M.Dupuy),p37
(para.20),なお,7ランス側の-1F.張によれば,逮捕状と兇なり,勾引状はそもそも国際的に配布
されるものではないというOなお.後に見るように,2004年 1月15F7にはダビラ将軍に対するl三をl
際逮捕状が発行されている.ノ
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訴追時にフランス領域内に所在することである53㌧従って,ベルギーの国際人道法違反処罰
法が被疑者の所在を前提としない｢不在莞'J_の｣(l'nabsentia)普遍的管轄権を規定し.これ
に基ついて国際不在逮捕令状が発行されたのに対して,フランス刑事手続では,ダビラ将
軍がフランス領域内に住居を所有していたことが管轄権行使 (予審請求書の発行と尋問)
の根拠とされている｡このように,7ランス刑事訴訟法上の普遍的管轄権の行使形態は,
被疑者不在の場合の刑事手続の発動を排除するものであり.逮捕状事件と大きく異なると
言えよう54)O
以上のように,両事件における刑事手続を比へて評価すると,フランスの刑事手続はヘ
ルギーの国際不在逮捕令状よりも程度の低いものであり55),司法警察権の強制執行の側面か
ら見ても,法的問題が先鋭化していたわけではか ､oとは言え,他方でダビラ将軍に関し
ては,勾引状発行以前に警察留置に付され,尋問も受けており,実際の予備審査手続が実
施されている｡ただし,告訴状で指名されたコンゴ高官は,誰一人として予審開始決定(mise
enexamen)の対象とされていなかったのであり56),予審審理手続 (information)は末だ
開始されていなかったという点にも注意が必要である｡それ故,仮保全措置要件に関する
裁判所の判断は,当然ながらコンゴ側の請求に対して厳しいものとならざるを得なかったQ
この点を以下で検討しよう｡
3.仮保全膚求と本案請求の連稔性
本件のコンゴの仮保全請求は,通常の仮保全請求には見られない特徴が数点にわたって見
受けられる｡その中で最も間借を学んでいるのは,仮保全請求の対象と本案請求の対象が市
離しているという｡軽であるOすなわち,仮保全請求では,メオの予審判事による予審手続に
よってコンゴ高官の名誉やコンゴの国際的信用が穀損されており,これが損害に該当する
と主張しているのであるが (命令26-27項)57),他方で,本案請求では,主権平等原則違反と
裁判免除侵害を訴えているのである(命令28項)一.ただし,このjTE雛の問題を扱う前に,コン
ゴの請求にはその他にも注意すべき問題か見られるため,それらを先に検討しておこうD
53)CR2003/21(France,M.Abraham),p9tpara13),p10(para.16).厳凧二言うと.検事止
が予審判事に対して千番請求書を作成する時点で.被疑者がフランス領土内に所在することが要
請されるという.,CR2003/23(France,M.Abraham),p10
54)CR2003/21(France,M,Abraham),p10rpara.16)
55)DavldTURNS,∫ゆ712note44,p.752
56)Phl]lPpeWECKELetAdelCHAOUCHHELEL,Supranote7,p743.
57)Requeteetdemanded'lndicationdemesureprovisoiredelaRepublqueduCongo.p12;
CR2003/20(RepubliqueduCongo,MeVerges)Ipp24-25･CR2003/22(Repub】iqueduCong()･ 九
千審情報が,フランスのマスメディアを通じて細部に至るまで逐一公表されていることに対する
不満が見受けられる｡CR2003/20(RさpubliqueduCongo,MeVergさS).p.25,Opiniondissidente
deM.deCara,sectionI.-B.他方で,フランス側は,メディア情報は既知のものに限られてお
り,損害を生せしめるような性質ではないと反論している｡CR2003/21(France,M.Dupuy),p.
33(para8).
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第1に問題となるのは, コンゴの仮保全請求がコンゴ島ノ['･:の名誉や敬意とい-,た｢個人｣
の視てtl･を対象とLて含んでいるという点である｡仮保全措置はあくまでも訴訟当事 ｢回｣
の本案権利の保全であるため,フランス側が主張するように,コンゴの仮保全請求は ｢仲
人に対する損害の叶能性と同家に対する損害の可能性を混Iu｣している50)｣ようにも比える(,
ただし,名誉俊吉が関越とな-'ているのはコンゴ高官てあ-'て,隼純な私人ではなく,さ
らに,コンゴは高官の名誉等に加えて臼田のlfl際関係やlzl際的信用の削 員を蛸害として主
張しておr),個人に対する損-;1言'j=けを主張しているわけではない.仙二注意が必要である5Ll)｡,
第2に問題となるのは,名資や信用といった精神的利益60)が仰 呆仝措置の保護対象に含ま
れるのか否かとい:)点である｡とは言え,国際裁平J｣では精神的損冊 二対する賠償請求や違
法性確認請求 (音7JI的判決請求)が認められている以 卜,これに付随した仮保全請求 もL認
められて然るべきであるようにも,luFr,われるo 卜･カラ年七任判事によれば,国家元首の刑Lli
免除と不可侵性の背光にあるLi;]家の ｢韓厳 (1adignitさ)に対する侵害もやはr)現実的なも
のてある｣という6日oLかしなから,名誉やiLj:用といった帥象的で 巨観的な利益を仮保全措
置の保護対象として認めてしまうと,恨保全用道の事lrli的保護対象が格段に拡大してしま
うという懸念は!.l'おできないし
第3に問題となるのは,本案横列が容.認される合理的見込が認められるか否かという点
である∪これはいわゆる｢実体(榊酪fuの介理的見込論62)Jと呼ばれる上張であり,フランス
側の主張によれは,原器の主張は t耳芝低眼の蓋然性｣(urlminimum devraisemblatlCe)
仮保全措置も拒否されなければならないという63)u確かに,本1'′トで問題となっている7ラン
ス刑事手続の軽微性に鑑みれば,コンゴの本案請求が布認される可敵性はイ止いようにも見
えるが,とは言え,硯f射皆で本案請求を完全に柴JilL得るはどコンゴの請求の基礎が薄弱
以上のように,コンゴの仮保全請求は,それ｢t体が幾つかの問題を抱えるものであった
か,いずれにせよ,裁判所は上の3-)の胤 ∴･､についてはフラン71の 冒良にLl:満 から応えて
おらず,むしろこの点を不問に付している｡他方で,先に見たように,コンゴの仮保全請
求のト】谷と本案請求のIJ布か燕維して13-()64),両者の剛に 卜分な関辿性が-/1イトしないのでは
58)CRZOOS/21(France,M r)upuy),p.33(paralj)
59)仮保全手続における国家権利と個人権利の関係に-)いては次の文献を参軌 JeaTl･MarcSOREL
etFlorencePOIRAT (S()uslad]'rectiolde).IJeLqP7rOLILldzL)･e弓l-ncldcnl`,sdt,ヱJ〟ntlaCour
lnternation(IL,dejuLdtcL,:eX(,rL7CE,()71abusdLd川It.blつ(Peat)rle.Parュs,2OOl),pp68-69
九 60)PhilippeWECKELetAdelCHAOUCTTHELEい uPr〟note7,p744･
五 61)OpiniondissidentedeM･deCara.sectionLAlさらに,ト･カラ什事によれは,コンコのは
復し得ない｣ものであるという0
63)CR2O()3/21(France,M Pelet),I)25(para2()
64)Ph]lippeWECKELetAdelCHAOUCIHELF1.,S7EZW note7,p744
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ないか,という瓜 まより詳細な検討を要するため,以 卜でこの,I.r丈を扱うことにしよう｡
従来の判例で明らかにされているように,佃保全措置の主たる目的は,｢紛争の主題であ
る権札｣に対して回復し得ない損害が加えられることを防ぐ点にある65)oそれ故,仮保全itf
置における保全対象は,本案で争われている権利,あるいは本案判決で認められるかも知
れない権利に限定されるtib)O逆に言えば,仮保全請求権利が本案請求権利からJft離する場合,
この流離は仮保全請求の棄却理由とみなされることになるO例えば仲裁判決事件 (1990年
仮保全措置命令)において,原告 (ギニア ･ピサオ)は係争海域におけるセネガル海軍の
を裁判所に求めたが,同国の本案請求がセネガルとの間の仲裁判決の有効性を争うもので
あったため,裁判所は ｢仮保全措置の対象とされる権利は本案手続の村象ではない｣と判
断L,仮保全措置請求を棄却している67㌧このような判断は.本件のコンゴの請求に対する
裁判所の判断でも基本的に踏襲されている｡すなわち裁判所は,｢コンゴの主張するLH]復し
得ない損害は,本案で請求された権利そのものに対して生 じ得るものではない｣と述ノ＼て
いるのである(命令29項)｡ところが,注意すべきことに,裁判所は続けて次のようにも姓
へているo ｢とは言え,本件の状況においては,こうした損害は,請求訴状に記載された権
利に対 してbJ']悔し得ないような形で影響を与-えるpl能性のあるものである (ceprejudice
pourrait[..]etretelqu'ilaffecteraitdemanlereirreparable)｣｡すなわち,裁判所は
コンゴの本案請求権利に対する ｢回復し得ない損害｣のpJ'能性を完全に否定していないの
である68)Dでは,ここで,裁判所はなぜ仮保全請求権利と本案請求権利のrld]の蒋雛を坪山と
してコンゴの仮保全請求を棄却 しなかったのてあろうか｡
この点でまず第 1に検討すべきは.裁判所の職権的な仮保全措置指示の権限であるD裁
判所の判例によれば,裁判所が訴訟当事国の本案請求権利と範離した形で仮保全措置を指
示する権限を有することが認められている.例えは,コンゴ領域における武力活動事件の
仮保全命令 (2000年7月1口)では次のように述べられている｡｢特定の権利の保全のため
に当事国が提示した仮保全措置請求とは別個に(lndependamment),裁判所は規程41条に
より,状況が必要とする場合には紛争の悪化または拡大を防止するためのイ反保全措置を指
65)Aegea72SeaConti17entalLu,`/IClJSe(GrL7t･''JU.Turkey),RequestforthelndicatlOnOf
ProvisionalMeasures,OrderofllSeptember1976,IC.IRL,Ports1976,p9,para.25;Case
ConcernlngU〝ltedSlatesDIPlomal/clndCl)ns〟larSEajfinTehraT7｢UnitedState5 0f
ATnerZCaVIr{ln),RequestfortheIndicationofProvis]lonalMeasures.Orderof15December
1979･LCJ･Reports1979･p･19･para36･ 九
66)酒井酎 f･｢国際Jr.]法裁判所における仮保全措置の[]的の嬢開 一般近の判例の検討をTll心とL て uq
-｣外務省調査月報2001/No.2(2001年)50-51頁 ｡
67)IC.I.RcporEs1990,p.70,para26.
68)それ乱 裁判所は続いて本案請求権利に対する｢州宜し得か -柏宵｣の有無を具体的に検討する
ことになるD弟1に,刑事裁判免除に関する｢lLJl隻L得か ､損',lf｣の有無を検討L愉 令3O-35項),
第2に,普遍的管轄権祈億に関する｢回復し得ない税害｣の有無を検討している (命令36-38瑚)｡
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示する権限を有する69)｣Dすなわち,紛争の悪化･拡大の防止を目的とした仮保全措置を指
示する場合,本案請求権利 と仮保全請求権利の間には厳密な合致は求められないことにな
る｡判例上も,当事国による仮保全請求とは異なる内容の仮保全措置が指示 された例が幾
つか見られる70)｡さらに,裁判所規則75条2項によれば,｢裁判所は,仮保全措置の要請が
あったときには,要請された措置とは全体的に若 しくは部分的に異なる措置を指示するこ
とができる｣と規定されているため,訴訟当事Lx]の請求希艶か仮保全措置の指示を妨げる
ことはないと言えよう7りOところが,本件の倣保全命令において特筆すべき点は,裁判所は
最終的には紛争悪化防止のための職権的な仮保全措置の指示を否認 しているという点であ
る (命令39項)Oこのように,本件で裁判所が紛争の悪化.拡大防止 Ej的の仮保全命令を職
権に基づいて指示 しなかった背景には,従来の事案に比べ,本件には人権 ･人道的考慮を
惹起する要素が欠如していたという事情があるように思われるo というのも.紛争の悪化
拡大の防止を目的 とした仮保全命令が指示された先例では.まさに進行中の武力衝突やジ
ェノサ イド行為により.人命損失というlul復し得ない粗害が生じる危険が急迫していf=と
いう事情がある｡これに対して.本件では,仮にコンゴの請求に治って粗害を認めたとし
ても,問題 となるのは名誉や信用の穀蛸といった精神的損害を超えるものではない｡同時
に,被告訴人たる4名のコンゴ高官は身体を拘束されているわけでもなく,その生命が重
人な危険に晒されているわけでもない｡このような事情を勘案すれば,裁判所が職権的な
仮保全措置の指示を回避 したことは十分に埋解 し得るところである｡いずれにせよ,裁判
所が本件における請求元雛を決定的に重視せず,これを仮保全請求の棄却理由としなかっ
fL:瓜 こ関して言えば,仮保全措置指示に関する裁判所67)職権的権限だけでは説明ができな
いということになる｡
そこで,第2に検討すべ きは, ト カラ判事が指摘するように,｢保護すべ き権利｣と｢保
護すべ き権利の侵害から生 じ得る帰結｣の間に関連性を認めるという考え方である72)｡同様
69)CJJ.Recueil20()0,p.128,para44;Affalrede/afro72tleLreterrestre(ノtmaritimeentrL,/a
Camerounet/eNigLlrla(Camerounc.NigeJrta),Demandeenindicationdemesuresconserva･
toires,Ordonnancedu15mars1996,C.I.I.Recuel/1996(I),pp22-23,para.41
7O)Genev]ereGUYOMAR,CommentulreduReLglem(,ntde/aC()〃r21ternat10na/edeJustice-
AdoPle'/～,14az,lil7978Inte坤re'(ltioni,IPrt71lqlLe(Pedone,Parュs,1983),p.489そこでは以
下の5つの仮保全命令が指摘されているo漁業管轄権事イ1の2つの仮保全命令(∫CJ.Reports1972,
pp13-14,1718;I.CJRepo71sI972.pp31-32,3536),核実験事件の2つの倣保全命令 (I
CJ.Reports1973,ploo,l()6;I.C,I.RcJ)()/ts1973,p.136,142.).チ-ラン事件の似作=仝命令
九 (JCJ Reports1979･pp9(para･2･),pp20-21(para46))であるo
三 71)コンコ領域における武力活動事件 (2000年 7JJ1H仮保全命令)では,裁判所規則75条の職権
に基づ く仮保全命令が認められ,さらに同75条2項による職権的仮保全命令が指示されている｡
CJ.IRecueil2000,p127(para38),p｡128(para43).また,それ以前にも,裁判所規則75条
2項が援用されている事例としては,ジェノサイト条約通用事件の第一倣保全命令(LCJKept)rね
1993,p.22,para.46)と節二倣保全命令 (JC.I.Repwts1993,p.347,para,47.)があるD
72)OpinlOndlSSldentedeM deCara,sect10nLA-2
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の見解はコロマ判事とフェレシュチェナン判事の共同個別意見にも示されており,それに
よれば,侭保全措置か必要とされるのは ｢請求された権利に対する担】復L得ない蛸害が切
迫しているからというよりも.むしろ,請求された権利の侵害から重大な帰結が生じる危
険があるからである｣という73)｡要するに,これら裁判官は仮保全措置の保護対象を本案請
求権利よりも拡張して捉え,本案請求権利の侵害から生じ得る多様な帰結をも保全対象と
みなすべきであるというのである｡本件の文脈で言えば.本案請求権利 (裁判免除権等)
の侵害から生じる帰結として,コンゴの国際的信用等が ｢回復し得か ､損害｣を被る危険
があり,これも仮保全措置で保護すべきということになる｡ところが,共同個別意見によ
れば,このような保護対象の拡大は.紛争悪化防止のための仮保全措置の場合に強く求め
られており.人命保護が問題とされた近年の仮保全命令の判例では常にこうした判断が 卜
されているとい う 74)Dそれ故,第1点Rの職権行使に関して既に見たように,本件ではコン
ゴ高官の生命に対する差し迫った危険等が認められない以上,仮保全措置の保護対象の拡
大を主張するこれらの少数裁判官の意見を認めることは難しい｡
以上のように,本案請求権利に対して ｢最手管を与える可能性がある｣という裁判所の判
節 (命令29項)に関しては.その根拠に不明確な点を残しており.それ故,仮保全請求と
本案請求の範雛という問題に関して裁判所の確定的な判断は見出し難いOさらに,裁判所
は,コンゴの国内的安定や国際的信用に対する影響をコンゴが証明していないことも判断
根拠として提示しており〔命令29項),判断根拠の不明確性を助長していると言えようoた
だし,裁判所の立論を好意的に解釈すれば,本件では名誉侵害等の損害 (仮保全請求)が
免除侵害等の損害 (本案請求)に影響を与える吋能性自体は認められるものの.そもそも
前者が証明されていないため.コンゴの仮保全請求は認められないというように解するこ
とができる｡それ故,後者 (免除侵害等の娼器)に関する仮保全請求は認められないのか,
という点が問題として残るのであるOこれを次に扱うことにしよう｡
4.｢回復し得ない親書｣の存否
本件の仮保全措置申請の棄却命令の実質的な理由は,コンゴの主張する本案権利に対す
る損害が ｢回復し得ない損害｣ではないという山 こ見出されるO半t｣例上,仮保全措置を指
示するための要件である ｢匝卜復し得ない損害｣の判断基準に関しては,必ずしもその詳細
が明らかにされているわけではなく,次の2点の考慮要因が認められているのみであるO
第 1点巨=土,非回復性と金銭賠償不可能性の同一視である｡初期の判例である中国 ･-)L,
キー条約の破棄に関する事件 (1927年仮保全命令)では,視害が ｢金銭賠侶支払やその他
の物的給付によっては回復され得か -(nesauraitEtrereparee)｣ものであることが仮保
全措置の要件とされており75).その後,ICJにおいてもこの判断基準が維持されている(エ
73)JointSeparateOpinionofJudgesKor()maandVereshchetln,paral6L
74)ibid
75)C.P.JI.Se'rleA,no8,p.7
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-ケ海人陸棚事件の仮保全措置命令76')i.節2一郎 l比 金銭賠償不ulJG巨性の結果として,人
糾貝失が問題となる場合には非ki]復性の要件か満たされるという点である｡特に近年の事
例では,急迫した人糾 貝矢の危険が考慮されることにより,IfL'Ll.'･要件に関する厳密な審査
を経ることなく仮保全柁i'茸が指示されている例が幾つか見;,れる71｡
以上の考慮要田を勘案した 卜で,本作では,サス･ンケソ大統領の刑事免除,および普
遍的腎轄権の違法なイf促に関して,コンゴ側に ｢凹指し得ない損害｣が存在するか丁子かか
悶堰となるが,裁判所の判断は極めて簡潔なものでirJたOすなわち, 1点臼の免除PT.1題
については,｢匝l復し得ない粗茶の危険件は一切存在していない｣ と述べ (命令35項), 2
.t与､Rの普遍的管轄柿行使についても,｢剛毎し得ない損害を与える蓋然性があるとい:)瓜 二
つき,コンゴは明らかにしなかった｣と判断している (命令38頂)｡では.裁判所のこの判
断は妥当なものであったのだろうか｡この点を以下で検討しておこうO
窮1に,サス･ンゲソ人統Bfrlの免除佼害に関する ｢剛 史L得ない損害｣の存否について
であるが,そもそもコンゴ自身が認めているように,サス･ンゲソ大統領は尋問されてお
らず,予審も開始されておらず,被援助証人として臼喚されることもなかったのであるが78),
それでもなお.コンゴは同大統領について供述書要請が発行された:ことをもって刑牛免除
の侵害を主張している7g｡その根拠として,コンゴは逮捕状事件判決を援用しつつ,次のよ
うに述べているL,すなわち.lil家)Li首には ｢その役務を果たす上で障繋となり得る回家権
力のあ;)ゆる行為に対する完全な不可侵 (inviolablitetota】e)｣が認められる,というの
である80)OこうLてコンゴは.逮捕状事件において認められた広範な免除をさらに拡大解釈
し,同家元首の役務遂行 J･.のあらゆる障Il;-を免除f.iIilfとして主張している,J従って,本作
ではまず第 1に,メオの予審判事の発行した供述書要請の件質が問題となり,続いて第2
に,同家元首にそこまでJL一範な免除が認められるのか否かが問題となるL.
第1点Flに関しては.外国ljiJ家元削二関する7 ランス刑事lJf訟法656条の内谷か問題とな
るBl)｡同条は次のように規Jjiしている｡｢外国同家の代表者の供述書は,外務大臣を通じて
76)JC.I.RL,i,()rts1976,pll.para33,
77)YoshiyukiLEE,"ProvISluTlalMeasuresandtheL()ss()iHumalLife AnOvervLeWOf
RecentPractlCeJntheInternationalCourtof.IustlCe",HoboUmuerslty1,mtJReul'eLt-,N()35
(200日,pp29-46,YoshlyukiIWAMOTO(LEE)."TheProtectJl)nOfHunlanLifeThrough
ProvISionalMeasuresIndicatedbytheI【lternationalCourtofJustice".I.i,ulenJE)ELrnalnf
I12t(･rnationlIlLa7LJ,VOH5(2002),pp345-366
78JRequetectdemanded'indlCatlOndemeSurePrOVISOiredelaRepubliqueduCongo,p.9;
九 CR2003/2日France･M I'elet)Ip24(para14)
ー 79)CR2003/20(RさpublqueduC()n貰o,M.Decocq),p.26
80)Requeteetdemanded'1ndicatl〔)ndelleSurCprOVisoLredelaRをpubliqueduCongo,p.9.
81)なれ ここに[iう｢外剛Jl懐の代表｣(unrepresentantd'unepuissanceetrangEire)という
丈 Liについて,コンゴ仙iこれを ｢外交Tr:｣(lesdlPIomates)と桝釈し.サス･ンゲソ大統御は
ニtLに該当しないとt._張しているL】CR2003/22(REpublquCduCo【lgO,M(三Verges),p.14.ま
た,法務大師官LIr･Jと≠滋制調本部編 『フラン7,刑事加,公法雅』(法頼会1999年)238月も.同様に
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(par】'entremisedu),予審判事によって要請される｡要請に同意か与えられた場合 (si
ladernandeestagreee),この証言は控訴院院長によって,または院f5tが委任する裁判rlJr
によって収集される｣｡すなわち,外国国家代束に対する供述書要論は,節1に外魔人liに
よる送達.第2に要請に対する当該外国の同意という2つの要件を満たす必要がある｡節
1要件について,より詳細に言えば.同条に呪志された供述書要請の送達という行為は外
務大tIJ_の裁量的権限行使の決定であり,それ放,外務大臣か供述書要請を行う主体となる
のであr),外務人F引こ対する7,番判事の要請は,そiLだけでは法的影響力を欠くものと考
えられるB2㌧第2要件については,7ランスか 干:.張するように83㌧供述書要請に対する外国
国家のl司意を前提とする以上,同条が外国国家元首の免除侵害を引き起こす吋能性は排除
されている｡以上より,フランス刑訴法656条を適用する限r),予審判事による供述書要請
だけでは,サス ･ンゲソ大統領の免除を侵害する屯険は一切存在しないと言えよう0
第2点目の免除の範囲に関しては,外国同家Jt首の裁判免除を規律するフランス国内法
が問題となるQ この点で,フランス法において免除を規律しているのは条文上の明文規定
ではなく,7ランス国内判例である84)O近叶の市費判例であるカダフィ事件判決(破穀院判
決2001年3J113日)85)では,｢犯罪かいかに重大であったとしても,現職の外匝個 家ブ亡首の
裁判免除の原則に対する例外とはなら7LeLい｣と判示されており,フランスが主張するよう
に,犯罪の重大件とは無関係に絶対的な免除が認められることになる86),J
以上のように,フランス刑訴法および国内判例に鑑みれば,コンゴの仮保全請求につい
ては次のような2通りの結論を導くことか叶能である｢第1に,コンゴ側の明示の同意が
ない以上 予審判事による供述書要請の発行たけてはコンゴに対する｢回復 し得ない損害｣
とはならない87)｡第2に,仮に供述書要請がサス･ンケソ大統石削こ送達された場合であって
ち,コンゴ大統領はフランス国内裁判所で完全な裁判免除を享受する｡従って.裁判所が
判断したように,サ久一ンケソ大統領の刑事免除に関して回復し得ない才負害の危険件が存
在しないと考えて問題ないてLあろう｡
次に,2つ｢]の論点として,フランスによる好適的管轄権の行使に関Lて ｢LBl復し得な
い視-'f･｣が生じ得るか否かという点がPur]題となるDこの点で サス ･ンゲソ大統領に関す
る供述書要請については,上述のように蛸吉の党1ミDT能性はないと考えてよいし,オバ将
軍とアドゥア将軍に関しては予審対象となっていないのて検討する必要はない (命令17,
｢外交使節｣と訳出している｡これに対し,フランス側は,｢外国国家の代表｣は ｢派遣された外
交官よりも広い概念である｣と主版LているDCR2OO3/23(France,M.Abraham),p.1O
821PhiljppeWECKELetAdelL'HAOUCHIIELEL,supranote7,p746
83)CR2OO3/21(France,M.Pelet),pp24-25(paras.16-18)
84)CR2003/21(France,M.Abrahanl),p15(para32)
85)Courdecassation,arretnU1414du13mars20()l.Chambrecriminele,1ereet2psections
reunies,no00-87-215.afaire≪Kadhafi》,RL;I).JP,tome105(2001),p474
R6)CR2OO3/21(France,M.Abraham),p16(para:i2)
87)CR2003/21(France.M.Pelet),p25(para19)
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37項)｡従って,唯一問題となるのはダビラ将軍に対して発TTされた勾引状であり.これに
ついては,既に見たように7ランスLEJ]勺でしか執イj･の可能件がないものの,同将軍がフラ
ンス領域内に入国するのを肋けるという実際的効果は否泣できない ｡従って, フランス側
が認めるように,lCJか仮保全命令によって勾引状の執行を停止させた場合には,ダビラ
将軍は法的帰結を危憤することなくフランスに入国し得るようになる(命令38項)｡ところ
が,二こて注意すべきは,仮保全段階で問われているのはこのような実際的効果ではなく,
コンゴの本案講球権札 すなわち ｢フランスが国際法に反する形で刑事的普遍的管轄権を
行使しないことに対する権利｣(命令28項)に対して,勾引状が ｢回復し得ない損苫｣を与
えるか否かという問題である｡この点で,仙 ここのような ｢権利｣か認められるのであれ
ば,勾引状の発行によって一一･度でも普遍的管轄権が行使されてしまえば,この権利は最早
｢回復 し得ない｣ような損害を被っていると考えることもできよう｡あるいはまた,7ラ
ンス裁判所は拷問禁止条約に基づいて普遍的管轄権の行使が認められるとは言え (仏刑訴
法689条 1, 2項),コンゴが当条約の当事国でない以上,同条約上の普遍的管轄権をコン
ゴに対して行使し得るか再かという点を問題とすることもできるであろう88)｡ところが,こ
れらの論点がそもそも抽象的であったためか,あるいは本案審理に密接に関連するためか,
いずれにせよ,両当事国はこの瓜 二ついて踏み込んだ議論を展開していないCそれ乱 裁
判所は,｢回復し得ない損害を与える蓋然性があるという.IL'J=つき,コンゴが明Jっかにしな
かった｣と述べることにより.コンゴ側の立証不 卜分を理由として請求を棄却したのであ
る(命令38項)｡裁判所のこの判断は,普遍的管轄権に関するコンゴの請求が抽象的である
ことを勘案すれば,一概に否定できないものであろうOまた.逮捕状事件でベルギー裁判
所が普遍的管轄権を有するか1子かの判断が回避されたように89),当該論点の複雑さが裁判所
の判断の背景にあるようにも思われるDいずれにせよ,本件では,損害の非回復性要件に
関して裁判所が実質的に検討したような形跡は見川.されないが,ただし,従来の判例でも,
人命保護以外が問題となる事案では権利の非回復性の判断基準は明確にされてこなかった90)
という点も忘れてはならないであろう｡
なお,コンゴの主張か不 卜分であった要l朴i,i三として7ランスにおける刑事手続が米
塩熟であり,コンゴの請求か時期尚早であった点を指摘し得る｡さらに,その背景には,
プラザヴィル (コンゴ)における刑事手続が同時進行中てあったという事実も無視するこ
とはできないD後述するように,コンゴ内では同一の事実が予審審理の対象となってお り
(フトラザヴイル失掠事件),コンゴ側は日国の刑事手続の開始を根拠として一事不再理原則
八 88)CR2003/20(RepubliqueduCoTlgO,M Zorgblbe)Ipp･21-22･
九 89)裁判所は,諭秤的には管轄権判断か免除判断に先行すると述べつつも,コンゴの主張を勘案し
て,すなわちコンゴか普遍的管轄権行使の違法性の主張を撤L!lJLたことを考渡して,｢ベルギーが
管轄権を有していlJとみなして｣(asupposerquelaBelgiqueaitさtきcompetente),免除侵害
があっfL:か否かを検討しているのである(判決46項)O従って,逮捕状事件では,裁判所はベルギ
ーによる普遍的管轄権の設定自体が違法てあるかたかの判断を避けているのてある｡
90)杉原高嶺 F同際司法裁判制度』(有斐閣 1996年)281fto
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の通月ほ 訴えつつ(命令25項),フランス裁判所の管轄権を排除しようとしているのである91)O
すなわち,管轄権の優先関係という観点から,コンゴ側は自国の刑事手続よりもフランス
の刑事手続が先に進展してしまうのを恐れ,それ放, 7ーランス刑事手続が末だ進展を見な
い段階でICJ-の提訴に踏み切ったものと思量きれるo他方で,より現実的な評価 として
は,コンゴがフランスの応訴を非現実的なi)のと捉えていたため,実際に7ランスか応訴
意思を表明した段階で十分な訴訟準備を開始していなかったことに原因を見LLiすべ きかも
知れない｡というのも,提訴時点で未完成な請求であっても,その後の陳述段階でこれを
補完できるにも関わらず,コンゴは請求内容を改善する賓勢を見せることもなく,U頭陳
述では｢回復 し得ない組害｣要件に触れることもなかったのである92)O結果的に, コンゴは
仮保全段階であるにも関わらず,仮保全要件に関する論証をTTわずに,本案の主張を展開
していたのであるg3)0
5.フランス刑事手続のその後の展開
本件では,フランスの応訴意思が明確である以 l二,裁判所が仮保全請求を棄却 した後.
すぐに本案審理が開始されても不思議てはなかったが,意外にもその後の手続は進展 して
いない,その原因につき,以下の2点に触れておこうo
第1に,フランス国内の刑事手続における進展状況である｡2004年 1月15日に,メオの
裁判所がタビラ将軍に対 してlzJ際逮捕令状 (unmandatd'arretinternationaJ)を発行し,
さらに3月25日にはメオの大審裁判所検事止がこの令状を匡l際刑事警察機構 (Interp()I)に
付託したOところがその後,フランスにおける刑事手続は大きく転換するD同年11J722日,
パ リ控訴院弾劾部 (lachambredel'instructiondelaCourd'appeldeParis)が,ブラ
91)OpiniondissidentedeM.deCara,sect]'onLA なお,フランス法上二の一事不再理原則を適用
して同裁判所の管轄権を排除することは本件では難しいと言わざるを得ないOフランス刑訴法692
条によれば,国外犯に関して ｢既に同-事実につき外国において確定裁判を受けたこと,刑のL言
渡しがあった場合にあっては,史にその刑の執行を終わったこと又は刑が時効にかかったことが
証明される場合には,その者に対する訴追はこれを行うことができか ､｣と規定しているoすな
わち,伽にコンゴ国内において ｢同一事実について｣刑事手続が開始されていたとしても,確延
裁判や刑の言渡しが完了していない以J二, 7ランス回内における訴追は同条によって停止させら
れることはないnそれ故,コンゴ側は ｢刑事法Lの｣一事不再理原則を持ち出しているのである
(命令25項)0
92)CR2003/21(France,M PeHet),p.20(para1),CR2003/23(France,M.Abraham).p6and
p.14.このようなコンゴの主張に直面したため,戯判所長はコンゴのll軸弁論 (第1ラウンド)が
終わった時点で,両訴訟当事国に対して仮保女相帯の必要性を明らかにするよう注意を促してい
るoCR2003/21(France,ThePreszdentoftheCourt)Ip6･なお･補足ながら,裁判所は2OO4 八
年7月30日に ｢第11実行指導｣(PracticeDirectlonXI)を指示し,その中で次のように述べて 八
いるo｢仮保全措置の指示に関する向当事岡のH鎖陳述は,仮保全措置掃示のための要件に関連す
るt,のに限定すべきである｡両当事ljiJは,この目的のために厳格に必要とされるものを超えて,
事件の本案に踏み込むべきではか -｣｡
93)CR2003/21(France,M.Pe一let),p21(para3);CR2003/23(France,M.Abraham),ド,6;
PhilPPeWECKELetAdelCHAOUCHHELEL,.iuL)ranote7,p744･
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ザヴィル失堤事件に槻するメオの T-審判車による r･播審理手続を取り消す決定をT Lたか
らである｡取消決定の根拠は,勘i'.乍薪 (プラザウィルの失綜者)の親族による告訴状かダ
ヒラ将軍他を指名していたにもかかわらず.メオの検水止が発HLた予審請求書(rさquisitoire
afind'informerlでは対象者が恒名人Xとされ.その後の (･番番.埋手続でもこれが継続さ
れていたためである94㌧この控訴院の取消決Jjiiに刈Lて,私訴原告側は破5!那完に上i-r,A-Lてい
るn
第2に,コンゴ回内における刑弔手紙 (プラザヴィル失綜事什)の進展てあり,その概
要は次のようになっている02000年 始Fl.プラザウィル矢指事件に関するf･審審埠手続が
開始されたが(8月29日に 千番請求書発行【J51l,その後.FulT-･続は何 らの進展 も見られず放
帯されていた.｡ところが,7ランスにおける刑事手続か2()()2年に閲始されたことから, コ
ンゴ内でもT-総が再開され,2002年-6fj26日には,人権TJ]体 と犠牲者遺族が尋問されてお
l),2003年からは被疑者尋問が開始され,ア ト77将軍やダビラ将軍などのコンゴ高官か
次々に尋問されている｡2004年に入ると,7ランスの刑事手続が本格化 したこともあ り,
7月7Hにはプラザヴィルの予審判事がダビラ他の4手′.の軍高官を尋問Lている吋｡LかL
ながI〕,2005年7円19H,プラザ｢ディル屯3T･院に5'tいて16名の被告に関する刑事f続が開
始されたものの,同年 8口17日,rul院は証拠不 卜分によリ15名の被jL'一人を全て無罪とする
判決をFLた97㌧重罪院の無罪判決に対して,退族会側は破穀院ノ＼上告をqtL立てている,J
以上のように,耐司の刑事手続は,被疑者の不処罰という点でjj向性を一にしている｡
いずれにせよ.4:件で問題 となる7ランスの)｢りTFT手続はパリ枠訴院判決によ-,てその勢い
に水を差された形になっており,破投院の判断が杓たれているとこJ7)である｡lCJの手紙
では.このよ:Jな状況を理山とLて, コンゴ側がP=j-I.にわ/=って本案川書面陳述の撞けJ.期
限を延泣するよう要論Lており.これによって本案手続が人帽に延期されているのが.現状
である9B)｡現時点 (2005年 9月)では, コンコ側の抗弁貴提出が2006年 1月11日.フランス
94)なお,FIDHによILは,控訴院の枇消決滋の背後には,コンコ′の刑事裁判を催先させるJl/:て 7
ランス裁判J,)了の竹怖権を溝)L､させるという合意が幣かにitlJ.i;_r間で汁3成されたのてはないかと手引繭
strumentaLisee,leョvicthleSinsultees!》,artlCledL123novellbre2004(htp･//www.fidhorg/
aT.tl'clephp3?idarticltに2056).
95)コンゴ側は,この事実は7Jラサウイル大横裁判所検札f:の20021F9月9lの公式喬筒によ-'て
明らかにされていたが,ノオのT-審判軌まこれを敗槻しているとi_媒している｡CR2()03/2(日Rさpublト
queduCongo,ML-VergさS),ド.13(para.3).
96)Grouped'actJOnjudiciairedelaFIDII,∫〟♪?･lnote6,p14.
八 97)なれ 垂非院はコンコ国家側のt蛸 占什二をLJLめ,被't,'･捌二対してそれぞれ15OOOユーロを支払う
七 よう命じているu《Congo leprocをsdes《disparusduBeach≫･acqu】ttementdesofflCiers
supELrleurSdel'armeeetdelap()1ccさ.articledu18a(A)ut20()5(http.//www.irlnneWSOrg′
Frenchreportasp7ReportIT)-6265&Se】ectRegi(Jn-Afrique),C()ngopage.com,《DISparuSdu
beach･leverdlCteStune"maChilatiMl"(eomitedesfall】Jles)≫,articledL117a8ut2005
(http://wwwcongopagec｡nl/artlCle.php3,'id_artlC】e-2730)
98)CU Commuliquさsdepresse2003/21,2004/22.21)()4/38,2005/1
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側の再抗弁吾提出か2007年8月10日に設定されており99),本作の本案審矧 こ関する目頭陳述
の開始は,早 くても2()07年以降にずれ込むことになる,なお,現段階では7 ランス破鮎院
れることになれば,ダビラ将軍他に関する刑部訴訟が提起される叶能性がなくなるため,
コンゴの本案請求は目的を消失し,事案かムーー ト化す ることは避けられない｡というのも.
コンゴの本案請求では,普遍的管轄権の過は･な子il史と免除侵'Hを法的根拠 (moyens de
droit)としつつ,その帰結として,7ランスが r審審理手続と訴追行為を取消すこと(faire
annuler)を裁判所に請求しているからてあるInO)｡
99)CI.J.C()mmuniquedepresse2005/17
10)周知のように,核実験事件 (1974牛判決)におけるrCJのムーー トネス判断では,核実験の違ijこ
件確認請求と核見解の差止請求の2つの請求に関して,後者が殻終的な臼的 (the.,riglnaland 八
ultimateobjective)であり,前掛i後荷の刊立てしかか -(0.ユlyameanstoanend)と判断 六
され,フランスの核実験終了ili請によって後F.-が実現された以上.前者に応える必要はない,と
述べられている (I.CJRL,Porゎ7-q74,p1263,para.30)D裁判所のこの判断を本什にあてはめれ
ば.腎車苫権1T他に関する違法件確認請求と7ラノ71の7,番手続に関する取消請求の2つの計IEに関
して,後者が巌終E]的であり.前者は複名のT-I-1Lてしかないため.予審手続が取消された場合に
は,前掛二答える必要はなく,コンゴの占IL]:JtはHTJIJを失うことにな/'う,
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